
■資料（根拠法令） 

●報告第２１号 

地方自治法（抜粋） 

 （議会の委任による専決処分） 

第 180 条 普通地方公共団体の議会の根源に属する軽易な事項で、その議決により

特に指定したものは、普通地方公共団体の長において、これを専決処分にするこ

とができる。 

２ 前項の規定により専決処分をしたときは、普通地方公共団体の長は、これを議

会に報告しなければならない。 

 

地方自治法第 180 条第 1項に基づく四万十町長専決処分事項（抜粋） 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 180 条第 1項の規定により、町長におい

て専決処分することのできる事項を次のとおり指定する。 

１～２ 省略 

３ 議会の議決を経て締結した契約で、契約金額の増額又は減額が当該契約金額の

10 分の１を超えず、かつ、500 万円以下である変更契約を締結すること。 

４～６ 省略 

 

●承認第５号 

地方自治法（抜粋） 

 （専決処分） 

第 179 条 普通地方公共団体の議会が成立しないとき、第 113 条ただし書の場合に

おいてなお会議を開くことができないとき、普通地方公共団体の長において議会

の議決すべき事件について特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がな

いことが明らかであると認めるとき、又は議会において議決すべき事件を議決し

ないときは、当該普通地方公共団体の長は、その議決すべき事件を処分すること

ができる。 

２ 省略 

３ 前２項の規定による処置については、普通地方公共団体の長は、次の会議にお

いてこれを議会に報告し、その承認を求めなければならない。 

４ 省略 

 

●議案第７９号 

道路法（抜粋） 

 （市町村道の意義及びその路線の認定） 

第８条 第３条第４号の市町村道とは、市町村の区域内に存する道路で、市町村長

がその路線を認定したものをいう。 



２ 市町村長が前項の規定により路線を認定しようとする場合においては、あらか

じめ当該市町村の議会の議決を経なければならない。 

 

四万十町町道の認定基準に関する規程 

 （認定基準） 

第２条 前条の認定に当たっては、次に揚げる基準によるものとする。 

(１) 公共施設への連絡路であるもの 

(２) 港、駅等への連絡路であるもの 

(３) 隣接市町村への連絡路であって重要であるもの 

(４) 人家地帯への連絡路であって生活道として重要であるもの 

(５) 人家密集地帯の連絡路であって生活道として重要であるもの 

(６) 国道及び県道との連絡上重要であるもの 

(７) 町道間の連絡上重要であるもの 

(８) 前各号に揚げるもののほか、行政上特に認定の必要があるもの 

 

●議案第８０・８１号 

地方自治法（抜粋） 

（市町村内の町又は字の区域） 

第 260 条 政令で特別の定をする場合を除く外、市町村の区域内の町若しくは字の

区域をあらたに画し若しくはこれを廃止し、又は町若しくは字の区域若しくはそ

の名称を変更しようとするときは、市町村長が当該市町村の議会の議決を経てこ

れを定め、都道府県知事に届け出なければならない。 

 

国土調査法（抜粋） 

 （成果の認証） 

第19条 省略 

２ 国土交通大臣、事業所管大臣又は都道府県知事は、前項の規定による請求を

受けた場合においては、当該請求に係る国土調査の成果の審査の結果に基づい

て、その成果に測量若しくは調査上の誤り又は政令で定める限度以上の誤差が

ある場合を除くほか、その成果を認証しなければならない。 

３～６ 省略 

 

土地改良法（抜粋） 

 （換地処分） 

第 54 条 

１～２ 省略 

３ 土地改良区は、換地処分をした場合には、遅滞なくその旨を都道府県知事に届



け出なければならない。 

４ 都道府県知事は、前項の規定による届出があった場合には、遅滞なく当該換地

処分があった旨を公告しなければならない。 

５～７ 省略 

 


